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妊娠期 乳幼児期
０～５歳

学童期
6～12歳

思春期
おおむね
13～18歳

青年期
おおむね

18歳～30歳未満

ﾎﾟｽﾄ青年期
おおむね
40歳未満

10歳(小5) Ｎ＝3,018 Ｎ＝3,05113歳(中2)

②

令和５年度に、次期子ども・若者支援計画策定に向けた各種アンケート調査を実施。

Ｎ＝637児童扶養手当受給対象者
① ひとり親家庭生活実態調査

②子どもの生活実態調査
小学生票・保護者票

子どもの生活実態調査
中学生票・保護者票

0歳～5歳 Ｎ＝2,539

③子ども・子育て支援
（未就学児向け）
ニーズ調査

6歳～8歳 Ｎ＝1,610

③ 子ども・子育て支援
（小学生向け）
ニーズ調査

2

15歳～39歳 Ｎ＝508

③ 若者支援
ニーズ調査

2

１ 令和５年度に実施したアンケート調査について
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２ 次期子ども・若者支援計画の位置付け

・令和５年４月１日にこども家庭庁が発足し、こども基本法が施行された。

・法には、国は、こども施策を総合的に推進するためにこども施策に関する基本的な方針等を定める
「こども大綱」を策定し（第９条）、地方自治体は、大綱を勘案してこども計画を策定することの努
力義務が課せられている（第10条）ことが規定されている。

・その他、こども施策を策定、実施、評価するにあたり、対象となるこどもや子育て当事者等の意見を聴
取し、反映させるために必要な措置を講じなければならない（第11条）。
※「こども」とは、心身の発達の過程にある者をいい、一定の年齢を上限とするとは規定していない（第２条）

こども計画の策定は、こども施策に関し、総合的かつ一体的にこども施策を進めていく上で
非常に重要であることから、次期子ども・若者支援計画を、こども計画として位置付ける
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２ 次期子ども・若者支援計画の位置付け

一体的に策定

関連計画

次期子ども・若者支援計画については、こども大綱を踏まえ、「こども計画」として位置づける。

◆子どもの貧困対策計画（子どもの貧困対策の推進に関する法律）
◆ひとり親家庭自立促進計画（母子及び父子並びに寡婦福祉法）
◆母子保健を含む成育医療等に関する計画 ◆新・放課後子ども総合プラン

内包

◆こども計画（こども基本法）

◆子ども・子育て支援事業計画（子ども・子育て支援法）
◆次世代育成支援行動計画（次世代育成支援対策推進法）
◆子ども・若者計画（子ども・若者育成支援推進法）

◇大津市地域福祉計画 ◇健康おおつ２１・大津市食育推進計画
◇おおつ障害者プラン ◇大津市教育振興基本計画
◇大津市男女共同参画推進計画 etc.

調
和
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３ 次期子ども・若者支援計画の重点項目の検討について

基本施策ごとに設定して
いる評価指標及び基本
施策に紐づく各事業に対
する所管課の評価に基づ
き、年度ごとに計画の評
価を実施

社会環境の変化
・家庭をめぐる課題（世帯構造の変化等）
・学校をめぐる課題（教職員の多忙化等）
・地域社会をめぐる課題（つながりの希薄化等）
・情報通信環境をめぐる課題（インターネット利用
の拡大等）
・就業をめぐる課題（ニート等）

子ども・若者、子育て当事者の
ニーズ（アンケート調査等）
・共働き世帯の増加による保育ニーズの増加
・放課後等の預かり事業に対するニーズの増加
・相談窓口や支援に関する情報提供（必要な
人に支援を届けるしくみ）
・放課後等に気軽に行ける安全な居場所の提供

社会環境や市民ニーズが
変化することに伴い、新た
に取り組むべき課題

次期子ども・若者支援計画策定にあたっては、現行計画を評価したうえで、社会環境や令和５年度に実施したアンケート
調査による子ども・若者、子育て当事者のニーズ等を踏まえたうえで、今後５年間で取り組むべき重点項目を設定する

課題に対しさらに重点的に取り
組む項目、また、こども大綱を踏
まえ新たに取り組むべき項目

→ 重点項目

次期計画において
取り組むべき項目

現行計画の評価 社会環境、市民ニーズ
の変化

課 題
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４ 令和６年度に実施する子ども・若者等の意見を聴取し、
反映させるための取組について

取組名 趣旨・目的 想定する対象者 実施期間

次期計画案に対する子ども・
若者向けパブリックコメント

子ども・若者が理解しやすい計画素案（やさしい版）を作
成し、パブリックコメントにより意見を聴取・反映する

小学生～若者
(おおむね39歳まで)

R6.4～R7.3
(準備期間含む）

LINEを活用した
子ども・若者意見聴取事業

身近なコミュニケーションツールであるLINEの機能を活用し、
子ども・若者から意見表明しやすい形式で意見を聴取し、
反映する

高校生・大学生等
(おおむね39歳まで) R6.4～R7.3

子ども・若者意見交流会 ファシリテータのもと、子ども・若者支援について対面形式で
意見を聴取し、反映する 高校生・大学生 R6.4～8

(準備期間含む）

地域の活動から子ども・若者
の思いを聴く取組

地域で行われている子ども・若者向けの活動から意見等を
吸い上げ、施策に反映する

地域活動を実施する関係団体
活動に参加する子ども・若者 R6.4～8

声を上げにくい子ども・若者の
思いを聴く取組

幼児や課題を抱える子ども・若者の声を聴くために、普段接
している支援者等にヒアリングを行い、その思いを聴取し、反
映する

幼児または困難を抱える子ども・若者
(不登校、障害、いじめ、ひきこもり等) R6.4～8

次期子ども・若者支援計画策定にあたっては、以下のような子ども・若者等、当事者の意見を聴取し反映させるための取組
を実施。
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５ 計画における「こども」の表記について

こども基本法（令和４年法律第77号）において、「こども」とは、
「心身の発達の過程にある者」と定義しています。

同法の基本理念として、全てのこどもについて、その健やかな成長が図
られる権利が等しく保障されること等が定められており、その期間を一
定の年齢で画することのないよう、「こども」表記をしています。

さらに、現行計画におけるこども・若者を切れ目なく支援を大切にする
という理念を踏まえ、次期計画では「こども」表記を活用します。

ただし、法令、条例、要綱等に根拠がある場合、既存の予算事業名や組
織名などの固有名詞の場合などの特別な場合は除きます。
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＜主な評価指標事業の進捗状況＞

大津っ子みんなで育て“愛”全戸訪問（別紙２ 1-1） 、乳幼児健診事業（別紙２
1-2） 、子育て語り合い相談事業（別紙２ 1-3）については、コロナ禍の影響
を一時的に受けたものの、現時点ではコロナ禍前と同等を維持もしくは上回って
いる。

子育てアプリの運用（別紙２ 1-4）については、令和４年度にアプリをフルリ
ニューアルすることで機能及び内容を充実させたところであり、現在、登録者数
は１月当たり150人の割合で増加している。

男女共同参画推進事業（別紙２ 1-6）については、ワーク・ライフ・バランス
推進企業登録企業数が目標に対して86.6％の登録数である。

ファミリーサポートセンター運営事業（別紙２ 1-7）は、会員数、活動件数が
減少している中で、保護者の都合やこどもの成長に伴うサポートの変化もあるこ
とから、必要な支援が行えるよう援助会員と依頼会員とを適切につないでいく。

放課後児童健全育成事業（別紙２ 1-8）は、利用者の増加に伴い、民間児童ク
ラブの参入を促進し、当初目標を大幅に上回っている。

＜アンケート調査の結果＞

支援ニーズ調査において、若者のこどもを持つことの希望についてみると、こど
ものいない若者の半数以上がこどもを持ちたいと思っているが、予定しているこ
どもの人数は平均1.9人と２人を切っている。

未就学児童及び小学校低学年の母親の就労状況は、前回調査と比べて就労する母
親の割合が大きく上昇しており、今後も就労を望む母親が多い。未就学児童保護
者がこどもの就学で不安と感じることのうち、「放課後の居場所の確保」は小学
生保護者に比べて高い割合である。

相談先がない（相談しない）理由では、「誰に相談していいのかわからないか
ら」が未就学児童保護者、小学生保護者ともに４割を超えており、あればよいと
思う相談先には「子育てをする上で気軽に相談できる施設」が最も高い割合を占
めている。

仕事と子育てを両立するために企業に期待することについて、「子どもが病気や
けがの時に、休暇が取りやすい職場環境をつくる」「育児休業制度が取得しやす
い職場環境・雰囲気づくりを行う」等が上位項目となっている。

＜次期計画で重点的に取り組む課題＞

出生数の減少による少子化が進む中、こどもをもつことを希望している人が将来の子育てに不安を感じることがないようなサポートが必要。

就学前・就学後の保育ニーズの更なる高まりや多様化に対する支援制度の充実と実施体制の確保が必要。

相談窓口や場の周知を徹底することに加え、支援制度の内容が必要な人に確実に届き、活用してもらうための情報発信が必要。

子育てと仕事の両立支援について、企業に対する啓発や理解を促進するとともに、社会の機運醸成を図ることが必要。

基本目標

６ 現行計画の進捗・評価及び
アンケート調査から見える本市の課題について
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＜主な評価指標事業の進捗状況＞

保幼小中連携推進事業（別紙２ 2-1）については、目標を上回る実施回数
で推移している。

教育・保育の提供体制の確保（別紙２ 2-2）については、令和６年度に待
機児童が184人と急増したことから、ニーズに応じた確報方策が急務である。

幼保共通カリキュラム保育実践事業（別紙２ 2-3）については、令和５年
度に幼保共通カリキュラムを改定したほか、幼保合同研修会を年間３回実施
した。

大津市青少年育成市民のつどい・中学生広場（別紙２ 2-6）については、
目標を上回る参加者数で推移している。

食育推進事業（別紙２ 2-8）は、妊娠、出産時などの機会で啓発に取り組
んでいるが、４か月児の母親の朝食欠食率が悪化している。

青少年の地域ふれあい体験活動、地域あいさつ運動、見守り活動 （別紙
２ 2-10）については、コロナ禍前の水準に戻っている。

＜アンケート調査の結果＞

支援ニーズ調査において、０歳で４割弱、１歳で６割超、２歳で７割超が定
期的に保育所等を利用しており、前回調査と比べて３歳未満の施設利用割合
が大きく増加している。母親の半数以上が育児休業から１年以内に復帰して
おり、予定より早期に復帰した理由として、「希望する保育園に子どもを入
れるため」が最も多い。また、未就学児童保護者において、父母がフルタイ
ム勤務である家庭が前回調査から大幅に増加しており、将来的な就労希望も
高い。

利用施設を選択するときに重視することとして、「安全・危機管理が徹底さ
れている」と回答した割合は半数以上。また、 “子どもの安心・安全を確保
するための活動や環境“の市民の重要度と満足度は、いずれの世代も平均よ
りも高く、重点的に維持することが求められている。

「子どもが参加しやすい多様な体験機会」に関する市民の重要度は平均より
低く、満足度は高いことから、維持していくことが求められている。

＜次期計画で重点的に取り組む課題＞

保育施設利用の低年齢化、長時間化の将来的なニーズを踏まえ、適切な確保方策が必要。

地域による見守りを活かしながら、こどもや若者が事故や犯罪に巻き込まれることを未然に防止する取組を推進していくことが必要。

こどもや若者の生きる力と豊かな人間性を育むためにも、今後も多様な遊びや体験、活動の機会を維持していくことが必要。

基本目標

６ 現行計画の進捗・評価及び
アンケート調査から見える本市の課題について
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＜主な評価指標事業の進捗状況＞

大津っ子まつり（別紙２ 3-1） 、こどもフェスタ（別紙２ 3-2） 、親子、
家族の交流・学習・体験事業（別紙２ 3-3）については、新型コロナウイ
ルス感染症感染拡大の影響を受け、参加者数は回復傾向であるがコロナ禍前
の参加者数まで回復していない。

大津っ子子育て応援隊養成事業（別紙２ 3-4）については、登録者数が減
少傾向である。

家庭・地域教育推進事業（別紙２ 3-5）については、補助事業の実施回数
が増えている。

地域子育て支援拠点事業（別紙２ 3-6）は、コロナ禍の影響のほか、保育
ニーズの増加に伴う利用者の低年齢化などを受けて利用者数が減少。一方で
令和５年から児童館を新たに支援拠点として位置づけ、拠点数を増やした。

＜アンケート調査の結果＞

支援ニーズ調査において、地域子育て支援拠点施設の利用状況は、０歳で約
半数、１、２歳では４割未満の利用率となっている。保育所等を利用してい
ない０、１歳の保護者の今後の利用意向についてみると、「利用していない
が、今後利用したい」が３割近く、「すでに利用しているが、今後利用日数
を増やしたい」が３割超となっており、今後の利用増加が見込まれる。

近所づきあいの程度をみると、未就学児童保護者・小学生保護者ともに、
「暮らしの面でさまざまな助け合いをしている」や「困りごとや悩みごとを
相談し合っている」が低くなっている状況がみられる。また、地域のこども
たちに関わる活動や保護者同士の交流への参加状況では、小学生保護者に比
べて未就学児童保護者の参加が少ない。

地域でこどもを持つ保護者同士で情報交換をしている未就学児童保護者の割
合は４割程度となっている。

＜次期計画で重点的に取り組む課題＞

地域の人材と連携し、こども・若者、保護者に対する多様な活動・支援の充実に努めることが必要。

近所付き合いが希薄化し、孤独・孤立化しやすい状況を踏まえ、地域の子育て支援拠点が中心となった支援のネットワーク形成が必要。

基本目標

６ 現行計画の進捗・評価及び
アンケート調査から見える本市の課題について
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基本目標

＜主な評価指標事業の進捗状況＞

障害児保育事業（別紙２ 4-1）については、市立保育園、民間保育園・認
定こども園ともに、受入率は上昇しているが、公立と民間の受入率の差は広
がっている傾向にある。

特別支援教育相談事業（別紙２ 4-2）では、市内の小学校、中学校を相談
員、臨床心理士が訪問する巡回相談等を実施しており、目標を超える延べ
3,471人の相談対応を行った。

子ども・若者総合相談窓口事業（別紙２ 4-3）は、ひきこもりやニート等
の困難を有するこども・若者や、その家族を対象とした相談窓口であり、相
談対応は目標を超える年間延べ1,909件となっている。

教育支援事業（別紙２ 4-4）は、不登校（傾向）の状況にある児童につい
て、学校の巡回訪問をはじめ、保護者や児童との面談などを実施しており、
観察相談数は目標を越えて増加傾向にある。

＜アンケート調査の結果＞

支援ニーズ調査において“障害のある子ども・若者への支援”の市民の重要
度と満足度は、未就学児童保護者、小学生保護者、若者のいずれの世代も重
要度は平均値よりも高いが、満足度は平均値よりも低く、重点改善項目であ
る。

相談窓口や支援の情報について、若者の46.7％が「届いていると思わな
い」と回答しており、特に、困難に直面した経験がある若者はその割合がさ
らに高い。また、若者の42.9％が「わからない」と回答していることから、
支援を必要とするこども・若者に対し、必要な情報がそれぞれの手に届いて
いない現状がある。

若者が困難を乗り越えるために必要な支援は、「家族や友人、知人への相
談」の割合が一番高く、続いて、「困難とは関係のない仲間、居場所での時
間」となっており、金銭的な支援や相談窓口での支援よりも高い割合である
ことから、若者は安心して過ごせる居場所が必要と感じている傾向がある。

＜次期計画で重点的に取り組む課題＞

特別な支援が必要なこども・若者の支援については個々の特性に応じた支援が必要であり、切れ目のない支援となるよう関係機関の連携が重要。

相談窓口や支援の情報について、当事者であるこども・若者の手に届くよう周知方法の検討や、相談にくることが難しい人へ情報を届けに行く仕
組みづくりが必要。

困難を抱えるこども・若者が、まずは安心して過ごせるよう、こども・若者の視点にたった多様な居場所づくりを推進することが必要。

６ 現行計画の進捗・評価及び
アンケート調査から見える本市の課題について
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＜主な評価指標事業の進捗状況＞

生活困窮家庭の子どもに対する学習支援事業（別紙２ 5-1）について、寺
子屋プロジェクト（生活困窮や生活保護受給世帯のこども等に対する、長期
休暇中の学習支援、居場所づくりを行う事業）の実施学区数は全学区の７割
以上まで増えてきている。

生活困窮者自立相談支援事業（別紙２ 5-3）は、自立支援プランの作成件
数は目標以上となっているが、減少傾向にある。

母子家庭等就業・自立支援センター事業（別紙２ 5-5）は、ひとり親家庭
等の就業率、正規職員の割合は目標付近を横ばいで推移しており、雇用条件
の向上件数は年度によって増減している。

児童扶養手当支給事業（別紙２ 5-6）は、児童数やひとり親家庭の世帯数
減少に伴い減少傾向にあるが、制度利用の周知を徹底している。

＜アンケート調査の結果＞

生活実態調査において、現在必要としていること、重要だと思う支援につい
ては、教育費の補助や無償の学習支援等、教育費に対する経済的支援を必要
としている割合が高い。特に、教育費の補助は前回調査よりも高まっている。

就労支援、資格取得支援事業やひとり親家庭等日常生活支援事業（支援を希
望する人が必要な時に家庭生活支援員を派遣する事業）等について、相対的
に所得が低い層では、事業の認知度が低くなっており、活用できる支援事業
の情報が届いていない現状が考えられる。また、自由記載においても、わか
りやすい情報提供、積極的な案内を求める声があった。

求職活動中に支障となったことについて、「就業時間が合わなかった」が最
も多く３割を超えており、続いて「小さな子どもがいることを問題にされ
た」や「求職中の育児の支援がなかった」などが上位項目となっている。

＜次期計画で重点的に取り組む課題＞

保護者の所得など、家庭の状況によるこどもの学力への影響といった教育における格差をなくすため、学習支援や進学支援が必要。

子育て当事者の安定的な経済基盤を確保するため、財政支援に加えて保護者の状況に合わせた就労支援が必要。

基本目標

６ 現行計画の進捗・評価及び
アンケート調査から見える本市の課題について
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＜主な評価指標事業の進捗状況＞

CAP（子どもへの暴力防止プログラム）事業（別紙２ 6-2）は、実施して
いる校園は増加傾向にあるが、小学校での実施が１校にとどまっているなど
目標には達していない。

要保護児童対策地域協議会の機能強化（別紙２ 6-4）について、定例の代
表者会議、実務者会議を通じて連携を図っており、個別ケース検討会議は必
要に応じて随時開催されている。

養育支援訪問事業（別紙２ 6-3）は、家庭内での育児や困り事を抱える家
庭に対する支援として、相談や家事・育児の支援を実施しており、年間
1,500件以上利用されている。

＜アンケート調査の結果＞

支援ニーズ調査において、 “児童虐待を防止するための対策や啓発“の市民
の重要度と満足度は、未就学児童保護者、小学生保護者、若者のいずれの世
代でも重要度が高く、満足度は低いことから重点改善項目となっている。

生活実態調査において、こどもが担う家族の世話を詳細にみると、ほぼ毎日
３時間以上の世話をしているこどもは小学５年生で8.2％、中学２年生で
6.3％であった。また、時間的な制約が大きくなるほど、学校での勉強や日
常生活に支障が出ている傾向が表れている。

家族の世話を担っているこどもの６割以上は、「相談するほど困っていな
い」と回答しているものの、「相談しても何も変わらない」「誰に相談して
いいかわからない」といった相談に対する無力感を抱いている傾向もみられ
る。また、話をしたり相談したい方法については、「直接会って」と回答し
た割合が一番高く、対面での相談が必要とされている傾向にある。

＜次期計画で重点的に取り組む課題＞

虐待の未然防止につながるよう、こども・保護者をはじめ、教職員等に対するこどもの権利や、虐待等に関する学びの機会の拡充が必要。

困難を抱えるこども・若者や子育てに対する不安などを抱える家族の声をできる限り早期にキャッチし、切れ目なく支援につなげるための体制づ
くりが必要。

子ども・若者が困難に直面した時に誰かに話ができるよう、安心安全な居場所や、直接会って相談できる体制づくりが必要。

基本目標

６ 現行計画の進捗・評価及び
アンケート調査から見える本市の課題について
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７ こども・若者の意見反映に関する
国の動向と本市の対応について

こども基本法第11条において、こども施策の策定 ・実施・評価に当たっては、こどもや若者、子育て当事者等の意見を反
映させるために必要な措置を講ずることが、国及び地方公共団体に義務付けられている。

こども家庭庁は、地方公共団体においてこども・若者の意見を聴き政策に反映することに理解を深め、実践していく際の留
意点や工夫、事例を提供することを目的として、「こども・若者の意見の政策反映に向けたガイドライン」を作成した。

支援ニーズ調査では、国や大津市に「意見を伝えたいと思う若者」と「意見を伝えたいと思わない若者」の割合は同程度で
あった。伝えた意見がどのように反映しているかが見えないことや意見の伝え方が分からないことが、意見を伝えたいと思
わない状況を生む原因であると推測される。

本市では、こども基本法を踏まえ、次期計画策定において、こども・若者の意見聴取を多様な手段で行い、策定内容に活
かしていくとともに、次期計画の重点的に取り組む施策のひとつとして位置付けることで、今後も取組を継続していく。

意見を伝えたいと思わない理由

意見を伝えたいと思う理由
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８ 課題やこども大綱を踏まえた、
計画の施策の方向性について

こども・若者を権利の主体
として認識し、権利を保障

こども・若者、子育て当事
者の意見を聴き、対話しな
がら進める

意見を聴く機会やフィード
バックの機会の確保

保育ニーズの高まりや多様

化に対する支援制度の確保

保育の低年齢化、長時間化

等への適切な確保方策の検

討

子育てに対する理解促進

多様な遊びや体験、活動の

機会の充実

犯罪等からこどもを守る地

域の見守り

こどもをもちたいと希望す

る人が、将来の子育てに不

安を感じることがないよう

なサポートが必要

地域と連携した多様な活動、

支援の充実

地域における支援ネット

ワークの形成

こども・若者の視点にたっ

た多様な居場所の検討

安心安全な居場所及び直接

相談できる体制整備

個々の特性に応じた切れ目

ない支援のための関係機関

の連携

家庭の状況による教育にお

ける格差の解消

安定的な経済基盤の確保、

就労支援

こどもの権利や虐待等に関

する学びの機会

早期発見・支援につなげる

ための体制整備

支援情報の周知及び活用の

ためのサポート

支援情報を届けるための取

組

めざすこども・若者の姿１

自分の思いを表して、聴
いてもらうことができる

めざすこども・若者の姿２

安心・安全な環境で健やか
に成長することができる

めざすこども・若者の姿３

必要な時に、必要な支援
を受け、自立できる

めざすこども・若者の姿４

みんなとつながり、自分ら
しく過ごせる場所がある
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・おおつみらいミーティング（高校
生世代対象）

・地域活動に参加するこども･若者の
意見聴取

・声を上げにくいこども・若者の思
いを聴く取組

・こども向けパブコメの実施
（小･中学生対象）

・LINEを活用したこども・若者の意見を聴く取組（高校生・大学生世代対象）

●児童福祉専門分科会

◎こども・若者意見聴取

９ こども・若者計画策定における
青少年問題協議会等のスケジュールについて

〇青少年問題協議会
〇7月8日
・骨子案について

〇10月未定
・計画素案の内容検討

〇11月未定

・パブコメ実施に向け
た計画素案の検討

〇2月未定
・最終案

●R6.6.28
・骨子案について

●R6.10
・計画素案の内容検討

●R6.11
・パブコメ実施に向け
た計画素案の検討

●R7.2未定
・最終案

●R6.8
・教育･保育の量の見込み
と確保方策

・計画素案の検討

●R6.4.25
・計画の位置づけ
・重点項目の検討

R6.4月 6月 8月 10月 11月 R7.2月7月


